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自治体改革と民間委託
――学校給食民間委託化を中心に――
市 川 虎 彦
１ 合理化および民間委託導入の流れ
１９７３年の石油危機以降，日本経済は低成長経済に移行し，それにともなっ
て国家財政の悪化が顕著になってくる。１９８０年代に入って，鈴木内閣の下で
第２次臨時行政調査会が組織され，いわゆる臨調・行革路線が鮮明になり，地
方行革の推進という形で地方自治体にもその影響が及ぶようになる。ゴミ収
集，学校給食の調理部門，保育所，庁舎の清掃，警備，案内業務など，多岐に
わたる業務が民間委託に付されていくようになった。
学校給食についてみると，これよりはるか以前の１９６１年に，文部大臣の諮
問機関である学校給食制度調査会が「学校給食の制度の改善について」の中で，
「給食センターが合理的」との見解を打ち出している。この答申を受けて文部
省は６４年に「共同調理場の取扱いについて」という通達を出し，給食センター
設立を推進した。後でふれる東京都練馬区の学校給食センターは，この動きに
いちはやく反応してつくられたものである。１）
１９８１年の第２次臨時調査会答申では，学校給食のセンター化，民間委託化，
臨時職化の推進が打ち出された。１９８５年には文部省から各市町村の教育長あ
てに，「学校給食業務の運営の合理化について」という通知が出され，前出の
方針が示された。そして，この学校給食こそ，自治体の行政サービスの合理化
の中でも，身近でかかわる人が多いことから，地域の問題になる事例がみられ
るのである。
例えば，東京都の西北部に位置する西武池袋線沿線の街である東久留米市で
は，１９８０年代に保守市政が行政改革の推進を打ち出し，小学校給食の自校方
式から親子方式（２校を一組にして，親校の調理室でつくられた給食を子校へ
配送する方式）への転換，および市立保育所の民間委託の方針が示されたので
ある。これが広範な市民の反発を招いた。１９８６年の３月議会には，人口１０万
人あまりの東久留米市で約５万８千名の署名を集めた親子方式導入に反対する
陳情・請願が提出された。しかし，ほとんど議論されることなく不採択になる。
こうした活動の中から，各小学校の PTAと市職員が中心になって「東久留米
給食ネットワーク」が結成された。また，以前から市政に関心をもっていた
人々２）を中心に「住民自治をつくる市民の会」が結成された。
「給食ネットワーク」の会員は，親子方式導入のための工事開始に先立って，
現場に座り込みをするまでして抵抗を示した。一方，「住民自治をつくる市民
の会」は，次期市長選にむけて「市民の声が届く市長を選ぶ市民の会」に発展
的に解消され，望ましい市長候補について市民アンケートなどを行った。こう
した市民運動に押され，東久留米在住の東大名誉教授・稲葉三千男が市長選に
立候補した。１９９０年に行われた市長選で稲葉は，自民党推薦の保守系候補に
競り勝ち，既成政党に属さない，いわゆる市民派の市長がこの市に誕生するこ
とになった。３）このように反地方行革の動き，特に耳目を引きやすい学校給食
の合理化が，市政の刷新にまで至る例もみられたのである。
１９９０年代の長期不況下において，地方自治体でも景気対策をかねた公共事
業が活発に行われた。その結果，地方では公債発行残高がふくらんだ。そこに
国からの地方交付税交付金の削減が行われ，２０００年代に入って多くの自治体
で財政が大幅に悪化した。こうした中で，再び地方行革が喫緊の課題となり，
新しい自治体経営が提唱されるようになった。「民でできることは民へ」とい
うことが小泉内閣によって強調され，指定管理者制度などが各自治体で導入さ
れ始めている。非効率で高コストだとされる公務員にかえて民間の活力を導入
しようという動きが強まってきているのである。
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こうした流れの中，学校給食の民間委託化を打ち出す自治体も急増してきて
いる。１９８０年代の地方行革推進時には，東久留米市のように強い反対運動を
引き起こすこともあった学校給食の合理化であるが，東京では９０年代後半に
なって急速に民間委託を取り入れる自治体が増えていく。４）
こうした一連の動向に対して，公務労働を擁護する立場からは，行政の責任
放棄であること，住民サービスの低下につながる恐れがあること，低賃金労働
やパート，派遣労働者を増加させることになり，労働者の労働条件が全体とし
て悪化することなどが指摘され，批判されてきた。
学校給食についてみると，正規雇用の調理職員による直営自校方式が，学校
給食に関心の深い論者たちから理想とされてきた。この方式が，安全性の確保，
給食の質の維持，熟練度の高い調理職員の確保，児童・生徒への教育効果など
の点ですぐれているとされたのである。反対に，調理職員の非常勤化，センター
方式化，民間委託化は批判の対象とされた。
逆に，学校給食の合理化を進めようとする立場のものが，その最大の利点と
してあげるのはコストの抑制が可能になるということである。特に学校給食の
場合，調理業務そのものは，年間約１８０回程度しかないことが，合理化を行わ
なければならない大きな理由とされた。パート労働者をつかうことができる民
間業者の方が，効率的な運営ができるというわけである。
以上のような状況にある中で，本稿では，自治体経営と学校給食の合理化を
めぐる近年の動向を，注目に値する事例をとりあげながら明らかにしていきた
いと思う。まず自治体経営の新しい姿として，大胆な公務員削減と住民参画を
打ち出し，全国的にも注目されている埼玉県志木市の事例を紹介する。ついで，
学校給食に関して独特の試みを行いながらも，民間委託を導入した東京都練馬
区の経緯をとりあげる。また，民間委託導入の最大の論拠はコストの問題だと
いうことを言ったが，東京都杉並区の学校給食民間委託化反対運動は，「民間
委託は経費増」になると主張をしてきた。そして，この運動団体は，住民訴訟
という場においてその主張を展開することも試みた。この注目すべき議論につ
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いて敷衍してみることにする。さらに，民間委託が実際に給食の質を低下させ
る恐れが生まれている事例として東京都足立区をとりあげる。また参考とし
て，愛媛県松山市での民間委託に対する市民意識調査の結果を提示する。最後
に，これらのさまざまな事例を勘案して，直営方式と民間委託に関する議論の
整理を試みてみたい。
２ 市民参加条例による行政と市民の協働～埼玉県志木市
埼玉県志木市では，市政運営基本条例を制定し，市民委員会を設置して住民
参画が推進されている。また行政パートナーシップを導入し，全国的にも注目
されている。志木市は，埼玉県南西部に位置する人口６６，９８２人（２００４年４月
現在），面積９．０６の市である。市内には東武東上線が走り，都内への交通の
便に恵まれている。一般会計の規模は，２００４年度当初予算で１７４億４，１００万
円である。
この志木市では，２００１年７月に無投票当選によって市長に就任した穂坂邦
夫が主導権をとって，一連の住民参画が押し進められていった。穂坂は１９４１
年生まれで，埼玉県職員などを経て，志木市議（４期），埼玉県議（５期）を
歴任し，志木市長となった。この間，学校法人や病院を設立し，その経営も手
がけている。穂坂市長がもつ，この経営者としての感覚を，行政の場に適用さ
せようとしたところに，志木市の自治体改革の一つの特徴があるように思われ
る。
志木市で市政運営の基本理念を謳った条例を制定するにあたっては，大阪府
箕面市や北海道ニセコ町の先行する事例が参考にされたという。条例を制定す
ることによって，住民参画の推進を自治体の基本理念に据える，あるいは制度
的に保障するという動きは，よく名前の知られた大規模自治体ではなく，箕面
市やニセコ町のような小規模な自治体がその先駆となった。１９９７年３月に，
箕面市で「箕面市市民参加条例」が制定された。また２０００年１０月に，ニセコ
町で最初の本格的な自治基本条例といわれる「ニセコ町まちづくり基本条例」
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が制定されている。志木市では，「志木市市政運営基本条例」が市議会で全会
一致で可決された後，２００１年１０月から施行された。この条例は全部で５条か
らなる簡潔なものである。第１条で条例の目的，第２条で基本理念を明示す
る。第３条で市は「市民によるまちづくり活動を支援するものとする」とし，
第４条で「市政に関する情報を分かりやすく提供し，市民との情報の共有化に
努めるものとする」と，情報公開に関する規定を設けている。最後の第５条で，
市は「市民の市政への参画のために必要な措置を講ずるものとする」と定めて
いる。この第５条の理念を具体化するものとして設置されたのが「志木市民委
員会」である。
市政運営基本条例は市政の継続性を考慮し，条例の制定という形をとった。
志木市民委員会の方は，設置要綱によって設けられた。市民委員会は，市内に
在住あるいは通勤する人を対象に，公募で委員を募り，それに応じた人によっ
て組織された。任期は２年で，無償ボランティアである。他の自治体でこれま
で行われてきた審議会委員の市民公募などでは，市の方針に批判的な人を委員
から排除したり，あるいは審議会自体が市の政策を追認する場になっていた
り，形骸化している事例もみられる。これに対して志木市の大きな特徴は，公
募に応じた人たち全員を委員とすることにある。応募するには所定の様式の書
類に必要事項を記入するだけでよいとした。小論文を課すというような課題は
設けられなかった。
当初，市側は２００人の応募を見込んでいたという。ところが１３０人程度で応
募者が止まってしまったため，駅周辺などで周知活動を行った。その結果，再
び応募者が現れ，第１期の市民委員会は最終的に２５２人の委員によって，２００１
年１１月に発足した。委員会は，市役所の組織構成に準ずる形で９部会から構
成された。委員は，原則として自分の希望する部会に属した。その結果生ずる
部会ごとの人数の多寡は許容された。委員会では，市の事務事業９２７事業の検
証を行った。検討の結果，４３０事業が見直され，約１２億７千万円の削減効果
があったという。実施に移された主たるものには，一般職職員新規採用の５年
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間凍結，委託業務の縮小などがある。
第２期の市民委員会は，２００４年４月から１３９名の委員で発足した。第１期
から引き続き委員になったものが７８名で，あらたに応募してきた委員が６１名
であった。２期目になっても委員会に応募してきた市民は活動の核となる人々
だという判断から，１期目の時のように広報を強化して応募者を増やすという
ことは行わなかった。２期目の委員会は，主として市民の立場から予算編成を
行うという作業を行っている。
このような「第２の市役所」とも称される大がかりな市民委員会の活動は，
市議会側からは直接民主主義にならないかという懸念をもたれたという。ま
た，行政の情報が議員よりも市民委員会の方へ先に流れるというようなことも
あり，議員に反感をもたれることも生じたという。こうした議会に対しては，
市民委員会は政策形成過程への住民参画であり，最終的な議決権は議会にある
ということを説明し，２００３年９月からは議会との情報共有を行うことで一定
の理解を得ている。
志木市では，前述のように市役所の一般職職員の新規採用５年間凍結を決め
部会別人数［人］ 性別 ［人（％）］ 年代［人（％）］
１期 ２期 １期 ２期 １期 ２期
企 画 部 会
財 務 部 会
生活環境部会
健康福祉部会
都市整備部会
教 育 部 会
病院・水道部会
合 併 部 会
Ｉ Ｔ 部 会
合 計
１９ ２９
１８ １２
３６ １２
３９ ３０
３１ １０
６０ ２４
１４ ７
１７ －
１８ １５
２５２ １３９
男性
女性
１８６（７３．８）１１０（７９．１）
６６（２６．２） ２９（２０．９）
２０代
３０代
４０代
５０代
６０代
７０代
８０代
不明
６（２．４） ５（３．６）
３９（１５．５）１０（７．２）
３８（１５．１）２３（１６．５）
５１（３３．７）２３（１６．５）
８５（３３．７）５２（３７．４）
２８（１１．１）２６（１８．７）
１（０．４） ０（０．０）
４（１．６） ０（０．０）
表１ 志木市民委員会の構成
（志木市役所政策審議室から提供された資料より）
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た。さらに将来の税収減少と地方交付税削減をにらんで，「地方自立計画」を
２００２年２月に策定した。この計画の最も注目されるべき点は，財政が厳しく
なる時代に対応すべく，一般職職員の新規採用の２０年間凍結をシミュレーショ
ンして示したところにある。新規採用の凍結によって減少していく職員が従事
していた公務を，「行政パートナーシップ」という形の住民参画によって市民
の有償ボランティアで担ってもらうというということも，この「地方自立計画」
の中で同時に示された。
この提案は，市民アンケートや地域説明会を経て，「行政パートナー制度」
として２００３年８月から開始された。初年度は，市庁舎の総合受付や郷土資料
館の管理運営など４事業が対象となり，徐々にその範囲を広げていっている。
行政パートナーを個人で請け負うことは人材派遣法に抵触するおそれがあるた
め，NPO法人やボランティア団体と業務委託契約を結ぶ形で制度は運営され
ている。実際に業務を担っている人々は，企業などを退職した人が多く，平均
年齢は６０歳を超えている。志木市は東京のベッドタウンということもあり，
現役時代は企業で様々な業務を経験し，退職後もそうした経験を生かして社会
貢献活動をしたいという意欲のある人々が厚く存在しているという。こうした
人々の意欲に応えるという意味や地域社会のために人材を活用するという意味
も，この制度にはある。また，行政パートナーは単に安価な外部依託というこ
とではなく，業務に対する改善提案や市政への企画提案を行うことができるこ
とを「パートナーシップ協定」で定めている。参画する人々の知識や経験を，
行政の改善に生かそうという趣旨である。
行政パートナーに対しては，市民協同業務評価委員会という第三者機関が設
けられており，その業務遂行に対して評価と検証を受ける仕組みがつくられて
いる。評価委員会は，公募による市民５名と市職員１名からなる。
こうした広範な住民参画による改革を推進した穂坂は，「埼玉県志木市は，『公
務』といわれ続けてきた業務の９０％を市民の手に委ね，正規職員を現在の５３０
人から将来的には５０人にする」と述べている。５）従来「公務」とされてきた業
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務を見直し，公権力の行使にかかわること，総合行政機能，住民のプライバシー
に関するもの以外は，公務員が担う必要はないという結論に達したというので
ある。この流れの中で，学校給食もすでに民間委託に移行している。それに関
して，市民の反対運動などはなかったという。
３ 高齢者食事サービス・自校方式化・民間委託化～東京都練馬区
東京都練馬区では，行政改革の一環として学校の施設の有効利用をはかっ
て，学校給食を高齢者向けの配食サービスに用いるという独特の試みが行われ
た。また最近になって，学校給食の調理部門に民間委託が導入され始めたが，
同時にセンター給食の自校方式化も実行に移されるという興味深い動向を示し
た。
練馬区は，東京２３区の西北に位置している。区内には，二つの給食センター
（学校給食総合調理場）があった。他には，親子方式（小中学校２校共同）の
調理場が一つあり，残りは自校方式の学校給食が行われている。この練馬区で
は，１９９８年度から２００５年度まで，「学校給食活用高齢者食事サービス事業」
が行われていた。この事業の開始以前に，１９８７年９月から，区内９校の自校
調理校が週１回の米飯給食の日に，学校給食を高齢者に提供するという事業を
始めていた。１食２５０円で，最大時の利用者数は２２名だった。１９８９年５月か
ら１９９２年３月まで，毎週土曜，二つある給食センターが交代で高齢者向けの
食事を調理し，センター配送者が区内の拠点に配送し，そこから利用者宅へボ
ランティアが届けるという事業を行った。１食２５０円で，最大時の利用者は
１３０名だった。
１９９６年１２月，行政改革実施計画が策定され，「高齢者食事サービス等への
学校給食の活用」が項目にあげられた。地域のボランティアが学校給食を高齢
者に提供することによって，高齢者の安否確認，健康保持，地域社会との交流
をはかるという目的であった。１９９８年１０月から，小学校の自校調理校を利用
して実施に移された。対象者は，一人暮らしないしは老夫婦のみの高齢者で，
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１食３７５円の利用料であった。
小学校の調理場が提供者になったのは，中学生用の給食では高齢者にはカロ
リーが高すぎるからだという理由からである。１校につき１０名の利用者を限
度として行われた。配達用容器につめる作業がかなりの労力を必要とするの
で，１０食が限界だという。週に２回ある米飯給食の日に提供していた。夏季
休業中は，このサービスの実施校以外の学校と給食センターの調理員によって
調理された給食が提供された。
調理師にとっては一種の労働強化につながる事業の実施であったが，民間委
託阻止のためという名目で，調理師の労働組合が区側の提案にのることを承諾
した。逆に，栄養職員組合は反対であった。成長期の児童・生徒対象の給食の
メニューが高齢者にあうのかどうか疑問だったことが大きいという。
高齢者向けの配食サービスが区内に少なかったところから，区のもつ学校施
設を活用して，高齢者食事サービス事業は７年半にわたって行われた。実施校
数は，当初から２４校が目標であったが，２００２年度に目標に到達した。同時に，
このサービスを利用する高齢者の数も，この年度に最大となり，以後漸減して
いった。２００５年度をもって，区内にそうした配食サービスを行う事業者が存
在するようになったことと，介護保険法改正にともなう地域支援事業の創設と
年 度 １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
学 校 数 （校） ８ １５ ２０ ２２ ２４ ２４ ２４ ２４
実利用者数［３月末］（名） ４５ ７０ ９４ １２５ １３５ １１６ ７６ ６７
登 録 者 数［３月末］（名） ４９ ７３ １０２ １３２ １３９ １１９ ８２ ７５
月平均実利用者数 （名） － － － － １３４ １２４ ９１ ７３
１校当たり人数 （名） ２～８ ２～９ １～９ ２～１０ ２～１０ ２～９ ０～６ １～６
年間提供延食数 （食） １，８５０ ４，７９８ ６，８０３ ８，３３０ ９，８０１ ９，２２１ ６，５０３ ３，８１８
表２ 練馬区「学校給食活用高齢者食事サービス事業」－事業実績
＊１９９８～２００１年度の月平均実利用者数はデータなし
＊＊２００５年度は，１月現在の数値
＊＊＊練馬区役所高齢者課いきがい係提供の資料より
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により，この事業は打ち切られることになった。一方で，２００４年度から，調
理業務の民間委託が練馬区でも導入された。
栄養職員と調理職員は，本来，協力して学校給食の業務に携わるところであ
るが，両者の間には微妙な緊張関係もみられるようである。東京都の場合，都
採用の常勤の栄養職員は，全校に配置されているわけではない。６９校のうち
２０名が常勤の職員となっている。他は，区採用の非常勤職員である。とりわ
け，この非常勤の栄養職員と常勤の調理職員との関係において，常勤調理職員
の発言力が勝るという事態が生まれるようである。そのため，高齢者食事サー
ビス事業においても，調理職員の労組が業務の一環として受けたにもかかわら
ず，容器に給食をつめる作業を行わない事例がみられたという。そのような調
理場では，栄養職員がその作業を肩代わりしていた。意図してか，偶然か，事
業初年度に実施校になった８校は，すべて非常勤の栄養職員が配置されている
学校であった。
このような経緯もあって，調理業務の民間委託は，民間委託化された学校の
栄養職員からは好意的に受け止められているという。民間業者の職員の方が，
栄養職員の指示をよくきいてくれるという評価を，現在のところ得ているそう
である。また練馬区では，地域住民や議会からも，民間委託化に対して強い反
対はなかったという。
練馬区で住民の希望が強かったのは，学校給食センター方式を自校式にして
ほしいというものであった。練馬区の給食センターは，１９６４年に「全国のトッ
プを切って『試験的』という名のもとにはじめられた」ものだという。６）しか
し，児童・生徒からはセンター給食は不評であり，自校式への移行を求める運
動が継続的に地域に存在していた。現在，この給食センターが老朽化により建
て替えの時期にきているため，練馬区では民間委託を導入する一方で，センター
給食を自校式に再び戻すことになった。センター方式では，食育やアレルギー
対応など，きめこまやまな対応が困難だという区側の判断もあった。練馬区役
所の担当部署でも，「センター方式と自校方式では，給食の質に雲泥の差があ
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る」という評価を聞いた。民間委託は，こうして自校式化した新設の調理場か
ら導入されているという。業者との委託契約は単年度で結んでいる。区の説明
では，「民間委託によるコスト減を，自校式給食の実現に回している感じ」だ
という。
４ 公民コスト比較と住民訴訟～東京都杉並区
東京都杉並区も練馬区と同じように，２３区の中では，学校給食に対する民
間委託の導入が遅かった。２００１年度に３校で民間委託が開始され，２００２年度
４校（累計７校），２００３年度７校（同１４校），２００４年度５校（同１９校）と委
託がすすめられている。これに対して，「杉並区学校給食を考える会」が結成
され，民間委託反対の運動が行われた。
「考える会」は，２００１年に民間委託がはじまってしまうや，民間委託の停止
をもとめて杉並区を相手どった住民訴訟を起こすに至る。住民訴訟の主たる争
点は３点ある。第一に，民間委託は学校給食法違反であること。すなわち，学
校給食法の趣旨は学校給食の直営原則を示しており，民間委託はこれに違反し
ている。また，民間委託校で続発している異物混入や調理の不手際は，学校給
食にもとめられる高度の安全性を民間委託では確保することが困難であること
を示しているとするものである。第二に，労働者派遣法違反であること。調理
業務の委託が請負でなされた場合，栄養士が口頭で作業に指示をすることは禁
止されている。しかし，多くの場合，栄養士が日常的に民間委託の調理員に指
示を出す現実があり，受託業者が技術的，物質的に独立して業務を請け負って
いるとはいえないという点が問題だとされた。第三に，地方財政法違反である
こと。民間委託は直営と比べて，区側がいうような経費削減にならないばかり
か，むしろ経費増になる。これは，「地方公共団体の経費は，その目的を達成
するための必要且つ最小限度をこえて，これを支出してはならない」と定めた
地方財政法に違反しているというものである。
とりわけ，第三の争点である民間委託が経費削減にならないという主張は，
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他の民間委託に反対する運動を行っている団体に注目された。自治体が民間委
託を導入する際に，利点として最も強調するのが経費削減効果だからである。
もし，この経費削減効果がないとしたならば，なんのための民間委託か，とい
う話になってしまう。この点について，「考える会」の主張を，非常に単純化
したモデルによって検証してみることにする。
架空の都市・A市には，学校給食の調理場が４０か所あり，それぞれ５名ず
つの調理員が業務に従事しているとする。合計２００名の調理員が働いているこ
とになる。調理員は２１歳から６０歳まで，１歳刻みに５名ずついる。また，１
人当たりの人件費は，本給の他に，賞与，住居や通勤・扶養などの諸手当て，
共済掛金の使用者負担分，福利厚生にかかわる使用者負担，退職金積立分など
をすべて含んで，２１歳時に３１０万円とする。１年経過するたびに１０万円ずつ
人件費が上昇していくとすると，定年退職間際の６０歳時において７００万円に
なっている。この A市の調理員２００名の人件費総額は１０億１千万円とな
り，１人当たりの平均人件費は５０５万円になる。１年経過すると，人件費７００
万円の５名が定年退職する。その分を２１歳の５名を新規採用することで補充
し，他の調理員は全員それぞれ年間１０万円ずつ昇給したとすれば，全体の人
件費は変化しない。
この A市において，市当局から退職者不補充方式で学校給食を民間委託し
ていくことが提案されたとする。民間委託にすれば，現在１人当たり５０５万円
かかっている人件費が，３分の２程度の３４０万円で済むという。この時，自治
体側はふつう，調理員５名からなる調理場１か所が民間委託されると，２，５２５
万円（１人当たり平均人件費５０５万円×５名）－１，７００万円（委託経費）＝８２５
万円の経費削減効果があると広報する。７）全４０か所の調理場すべてが民間委託
方式に移行すれば，３億３千万円（８２５万円×４０か所）の経費削減になるわけ
である。しかし，「考える会」は，この計算の仕方にはまやかしがあるという。
退職者が５名出た翌年の民間委託初年度，５名の職員を補充せず，その不補
充分を調理場１か所に集め，民間委託にするとする。民間委託による委託契約
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料は，前述のごとく年間１，７００万円である。不補充の退職者５名分は，直営方
式のままならば２１歳の新規採用者でまかなわれる部分である。ゆえに直営方
式ならば，２１歳の人件費３１０万円×５名＝１，５５０万円で済む部分ということに
なる。この部分に対して，１，７００万円を支払って民間委託を行うという計算に
なる。その結果，８２５万円の費用削減効果があると喧伝されている部分が，実
は１５０万円の費用増になっているというわけである。
さらに退職者が５名出て，もう１か所民間委託に移行する２年目は，委託経
費が３，４００万円（１，７００万円×２か所）となる。一方，人件費削減分は２１歳（３１０
万円）の５名と２２歳（３２０万円）の５名分ということになり，合計で３，１５０
万円である。民間委託２年目は３，４００万円－３，１５０万円＝２５０万円の経費増に
なり，２年間をあわせると４００万円の経費増加になっている。
こうして１年に１か所の調理場を退職者不補充方式で民間委託にしていき，
毎年５名の調理員の補充をしないでいくと，７年目になってようやく，民間委
託料（１，７００万円×７＝１億１，９００万円）と公務員の人件費削減分（１，５５０万
円＋１，６００万円＋１，６５０万円＋１，７００万円＋１，７５０万円＋１，８００万円＋１，８５０万
円＝１億１，９００万円）とが均衡する。この時点で，７年間累積の経費増加分は
A（民間委託料） B（公務員削減分） A－B（人件費増減） A－B累積
初年度
２年目
３年目
４年目
５年目
６年目
７年目
８年目
９年目
１０年目
１１年目
１２年目
１，７００
３，４００
５，１００
６，８００
８，５００
１０，２００
１１，９００
１３，６００
１５，３００
１７，０００
１８，７００
２０，４００
１，５５０
３，１５０
４，８００
６，５００
８，２５０
１０，０５０
１１，９００
１３，８００
１５，７５０
１７，７５０
１９，８００
２１，９００
＋ １５０
＋ ２５０
＋ ３００
＋ ３００
＋ ２５０
＋ １５０
０
－ ２００
－ ４５０
－ ７５０
－１，１００
－１，５００
＋ １５０
＋ ４００
＋ ７００
＋１，０００
＋１，２５０
＋１，４００
＋１，４００
＋１，２００
＋ ７５０
０
－１，１００
－２，６００
表３ A市（架空）の民間委託の経費削減効果［万円］
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１，４００万円に達している。
８年目から民間委託の方が経費が安くなるようになり，民間委託開始後１０
年目にそれまでの累積した経費増加分を相殺し，１１年目にしてはじめて経費
削減効果が現れる。これは，委託契約料がずっと据置になっていた場合である。
契約更新に際して委託料が上昇するというようなことがあれば，経費削減効果
が現れるのはさらに数年先になる可能性が高い。
A市（架空）においては民間委託導入後１１年目に経費削減効果が現れた。
現実の自治体では，職員の年齢構成，賃金体系，昇格・昇給の基準によって，
経費削減効果の現れ方は多種多様であろう。しかし退職者不補充という方式を
とるかぎり，民間委託移行後の数年は，むしろ民間委託の方が経費増になると
いう現象は，「考える会」が主張するとおり，前記の単純化したモデルから避
けられないように思える。８）
「考える会」では，杉並区における退職者不補充方式による民間委託導入の
経費削減効果に関して，現実の杉並区の職員の年齢構成，賃金体系などをもち
いて独自に試算を行った。その結果は，「退職者を新規採用者（１８歳ないし３９
歳）で補充した場合の人件費を２００２年ないし２０１６年の１５年間にわたって試
算をして，この１５年間の民間委託費と直営を維持した場合の経費の対比をし
た。そして，直営の調理員のベース・アップを凍結させてなおかつ民間会社の
調理員の昇給を１５年間ゼロとしたとしても民間委託の方が１５年間で１２億円
もの経費増になる」という驚くべきものであった。９）また，この経費増の部分
を相殺して，経費削減効果が姿をあらわすのは３０年以上も先だというのが，「考
える会」の試算結果であった。この試算に対して，杉並区側は有効な反論をな
しえなかった。１０）
杉並区は民間委託導入の理由として危機的な財政事情の克服をあげていた
が，短期的にはもちろん，中長期的にみてすら経費増になる可能性が高いこと
が，「考える会」によって指摘されたわけである。これは，あくまで退職者不
補充という方式を前提にした試算である。極端に言えば，初期には理解を得や
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すい退職者不補充で民間委託を始め，早い段階で調理職員の職種転換をすす
め，民間委託化の速度をはやめれば，経費削減の効果は早期にあらわれるとは
いえる。
いずれにせよ，民間委託の経費削減効果については，［調理職員１人当たり
の平均給与（コスト）－委託料＝経費削減分］というような大まかな示し方で
はなく（「考える会」の言い方をすれば「詐術」），将来の人員削減計画と委託
料の推移，および退職者を新規採用でまかなった場合との比較を行った試算を
提示して，自治体は説明責任をはたすべきであることをこの事例は示している
と言える。
５ 学校給食の質の低下～東京都足立区
東京都の足立区は，２３区の中では最も早く，１９８６年に学校給食に民間委託
を導入した。２０００年には，区内のすべての小中学校が民間委託になった。１５
年間で，民間委託への移行が終了したわけである。１１）「足立区行政改革大綱」
では，３年間で民間委託化を行うと謳ってあったが，反対運動も強く，５倍の
年限がかかったという経緯がある。
現在，足立区内の栄養職員などからは，直営に戻すべきだという意見も出て
いるという。その大きな原因の一つに，委託料の削減があげられる。民間委託
が自治体の説明ほどには経費削減効果をあげない理由として，民間委託に批判
的な論者から出される議論が，委託料が年を追うごとに上昇していく傾向をも
つということである。１２）ところが足立区では，区内全校が民間委託化した翌年
の２００１年に，委託料を５％削減し，さらに２００２年５％削減，２００５年には２％
削減が行われたのである。この結果，パート調理員が減少した。少ない人数で
効率的な業務遂行をはかるために，区は２００５年に「学校給食調理委託業務の
効率化」の通知を出し，「学校給食調理業務委託契約ガイドライン」が示され
た。
ガイドラインには多くの項目が提示されている。まず，「学務課は，献立検
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討会及び各学校に対し，著しい作業負担と考えられる献立，作業内容の変更を
指示できる」とあり，「受託者は，労務課に対し著しい作業負担の学校の改善
を求めることができる」とされた。要するに，手間のかかる作業を必要とする
献立をなくし，もし著しく調理員の負担になるような作業があった場合は，業
者側から改善要求を出せるようにしたわけである。この基本方針に則って，「調
理員のヘルプを要請する献立は行わない」「調理する数ものは２種類以内とす
る」「オーブンを使用する料理は１種類とする」とされ，作業などでは「食材
の手切りが著しい作業負担と判断される時は，栄養士と調理業務責任者で協議
の上，機械切りとする」等の項目があり，食器類についても「３食器を限度と
する」「箸，スプーン，フォーク等は２種類を限度とする」等，細かく示され
ている。
こうして栄養職員が望むような献立が実現不可能になりつつあるという。た
しかに経費は削減されたが，それにともなって学校給食の質の低下が生じてい
るわけである。これは委託業者の責任というよりも，委託料削減を実行した区
の方針ゆえである。しかるに正規雇用の調理職員による直営方式では，こうし
たことが起こることは考えづらい。足立区で生じている現象は，直営方式と比
べて民間委託が給食の質低下を招きやすいという構造的弱点を，潜在的に抱え
ているということを指し示しているといえよう。また，全面的に民間委託にす
ることには，それなりのリスクがあるのだともいえる。足立区でも，直営校が
残っている段階では，委託料削減を提示できなかったようであるからである。
６ 市民の意識～愛媛県松山市
愛媛県松山市でも，行政改革の一つとして学校給食（センター方式）の民間
委託が２００７年度導入を目途に検討が進められている。そこで２００２年１１月に，
松山市内に在住する２０歳以上の市民を対象にした市民意識調査（実施主体：
松山大学社会調査室）の中で，学校給食の民間委託に関する賛否を問う質問を
行った。調査対象者は，選挙人名簿より層化２段系統標本抽出法で選んだ８８０
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人である。調査方法は留置法を用い，５００名からの回答を得ることができた（回
収率５６．８％）。
質問は，次の A，Bのどちらの意見に賛成かをたずねる形で行った。
A「行政の効率化と財政の再建のためには学校給食の民間委託もやむをえな
い」
B「食の安全性や給食の質の維持を考えれば，学校給食は民間委託すべきでは
ない」
その結果は表４のとおりで，「民間委託賛成」が１７８名（３５．６％），「どちら
ともいえない」が１２５名（２５．０％），「民間委託反対」が１９２名（３８．４％）とい
う内訳である。ほぼ賛否が拮抗する結果となった。
民間委託に関する賛否と性別とのクロス集計を行ったところ，女性の方が民
間委託反対と回答するものが多かった。これはカイ２乗検定の結果，５％水準
で有意であった。また，子どもの有無との関係をみると，中学生以下の子ども
民間委託賛成 １７８（３５．６）
どちらともいえない １２５（２５．０）
民間委託反対 １９２（３８．４）
無回答 ５（１．０）
男 性 ２２２（４４．４）
女 性 ２７４（５４．８）
無回答 ４（０．８）
小学生未満 ６７（１３．４）
小学生 ５１（１０．２）
中学生 ２１（４．２）
高校生 ２０（４．０）
大学生（短大生・大学院生・専門学校生を含む） ２９（５．８）
その他 １４０（２８．０）
子どもはいない １１０（２２．０）
無回答 ６２（１２．４）
表５ 性 別［人（％）］表４ 民間委託に対する賛否［人（％）］
表６ 子どもの有無［人（％）］
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をもつ人では半数近くが民間委託反対であった。子どもの有無と民間委託の賛
否との関係は，カイ２乗検定の結果，１％水準で有意であった。
性別と子どもの有無と民間委託の賛否とを３重クロス集計してみたのが表９
である。中学生以下の子どもをもつ女性では，６割近くが反対していることが
わかる。
以上のことから，子どもを通じて学校給食について見聞きする機会の多い人
ほど，直営方式を支持しているということが読み取れる。逆にいえば，当事者性
の薄い人は行政の効率化の方を優先する人が多い。なにがなんでも直営方式を
守らねばならないという人々が多数派であるような時代ではなくなっている。
民間委託賛成 どちらともいえない 民間委託反対
男性 ４１．８ ２５．０ ３３．２
女性 ３１．０ ２５．５ ４３．５
民間委託賛成 どちらともいえない 民間委託反対
中学生以下の子どもをもつ人 ２０．９ ３０．２ ４８．９
高校生以上の子どもをもつ人 ４１．５ ２１．８ ３６．７
子どもがいない人 ４９．１ ２５．９ ２５．０
民間委託賛成 どちらともいえない 民間委託反対
男性
中学生以下の子どもをもつ人 ２９．０ ３３．９ ３７．１
高校生以上の子どもをもつ人 ４７．６ ２３．２ ２９．３
子どもがいない人 ５０．０ １９．２ ３０．８
女性
中学生以下の子どもをもつ人 １４．３ ２７．３ ５８．４
高校生以上の子どもをもつ人 ３６．２ ２１．０ ４２．９
子どもがいない人 ４９．１ ３０．９ ２０．０
表７ 性別×民間委託の賛否［％］
表８ 子どもの有無×民間委託の賛否［％］
表９ 性別×子どもの有無×民間委託の賛否［％］
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７ もとめられる直営方式の自己革新
すでに１９８６年の段階で，江口清三郎（当時三鷹市理財部）は，自治体行政
の場で広範な業務において民間委託化がなされており，民間委託なしには行政
がたちゆかなくなっている現状を指摘していた。今日でも公務員制度と公務労
働を擁護する立場はあるが，１３）自治体の業務は民間と市民によって担われる領
域が増えていくと考えられる。そういった時代を先取りする事例として，志木
市の行政パートナー制度をみてみた。
こうした趨勢の中で，学校給食は今後どうなっていくのであろうか。前出の
江口は，「学校給食の場合，直営論者は直営の場合は絶対に安全であるが委託
の場合は安全が保たれないと主張し，委託論者は委託の場合安くつくが直営の
場合高くつくと主張する。しかし実態は，直営の場合でも事故や食中毒は発生
するし，委託がかならずしも安いとはかぎらないのである」と述べている。１４）
民間委託化反対の代表的な論者である二宮厚美ですら，特別養護老人ホームの
民間委託化について，「公立施設だけれども，設備は老朽化しており，またき
ちんとしたサービスの質を保てない状態だというのです。この状態のなかで，
民間委託にどう反撃するか」という質問をされ，「私は，本来の公共性が発揮
されず，十分な介護もやれないところで，民間委託に反対する論拠を求めても
それは無理だと思いました」というのである。１５）結局は，直営であろうが民間
委託であろうが，水準を満たすサービスが提供できるかどうかというところに
いきつく。
しかし，民間委託化が行われる業務の中でも，とりわけ学校給食が問題視さ
れる一つの理由に，それが教育の一環だからという議論がある。教育を利潤追
求が第一の民間企業にまかせてよいものか，というような意見がその典型であ
る。しかし，教育だけを特別視する理由は何もないと考えられる。教育サービ
スを提供する民間企業である学習塾や予備校の中には，事業体相互の，あるい
は教員相互の競いあいの中で，利用者に大きな満足を与えているところがいく
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つもある。一方，公立学校の教員の中には教員としての資質に欠ける者がお
り，公務員の身分保障のもとに安閑としてその地位を維持し，教育現場を荒廃
させているという例があるということは周知の事実であろう。大都市圏では，
荒廃が著しい公立学校が忌避される傾向すら存在する。
さらに，学校給食の民間委託の問題点として指摘されることがらの一つに，
労働条件が劣悪なため，調理員の定着率が悪く，直営方式の調理職員よりも熟
練度で劣るというものがある。しかし，これは直営がすぐれていて民間が劣っ
ているということではない。経費をどこまでかけるかという問題だといってよ
い。もともと民間の委託業者は，直営方式よりも不利な条件下で比較されてい
るのである。足立区の事例が示している通り，経費を削減すれば，同じ民間委
託の中でも質は低下する。これは，仮に直営であっても同様であろう。民間委
託の問題とされていることは，実は経費削減から生じる問題だといえるのであ
る。ただ，民間委託の方が，経費削減を実行されやすい構造にあるということ
は，足立区の事例からいえる。
今井照は，「基本的には，同じ仕事を同じように執行するなら，コストは同
じはずです。原理的にいうと，単純に，民間委託や市民活動委託をすれば安く
なるということはありえません。もし，執行方法を改善してコストを安くする
というのなら，役所でもできないことはないはずです」と述べる。１６）そもそも
学校給食の調理業務が民間委託の標的にされたのは，調理職員の実働日数の少
なさに理由があった。練馬区の学校給食を利用した高齢者向けの食事サービス
は，そうした批判に対応する萌芽的な試みだったとみることもできる。また松
山市の市民意識調査から，現在でも学校給食に関心のある人々は直方式維持に
理解を示す傾向があることがわかった。しかし，自治体をゆるがすような反対
運動も生じた８０年代とは異なり，財政改革を優先させるべきだという意見も
強くなってきている。こうしたことからも，条件が不利な民間委託業者に対し
て優位性を誇るのではなく，直営方式もこれからの時代，市民の支持が得られ
るような自己革新が迫られているといえるであろう。
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注１）学校給食をよくする全国連絡会議編『問題だらけの学校給食』P．５３。
２）東久留米市には，１９７０年代に保守系の市長が２代続けて汚職により辞任するという前史
があった。このようなことから地方行革が問題になる以前から，市政に関心をもつ市民が
市民団体をつくり活動を続けていた。この点については，東久留米ふるさとを創る会編『地
方自治空白地帯』参照。
３）稲葉候補は，選挙に際しては学校給食の親子方式見直しを掲げていた。しかし，市長当
選時には，前市長によって親子方式が導入済であった。一度，費用をかけて整備した設備
を短期間のうちに，またもとに戻すのは実際上，困難であった。そうしたことから，稲葉
市長になっても再自校式化は実現しなかった。
４）新村洋史と子どものための学校給食をめざす会『子どものための学校給食をめざして』
P．３４～３５参照。
５）穂坂邦夫「職員と住民の役割分担」P．２０８。なお，志木市行政パートナー制度に対して
懐疑的な視点から論じたものに，竹下登志成「埼玉県志木市『行政パートナー制度』が提
起したもの」という論文がある。
６）加納敏恵・加納大「学校給食センターを告発する」（学校給食をよくする全国連絡会議
編『問題だらけの学校給食』所収）P．５０。
７）例えば，山田宏『一言申し上げます』P．１８には，「まず民間委託により約４割の経費削
減になるのです。なぜかといいますと，給食関係の職員の人件費の平均は，４０代後半で
７７０万円ほどですが，平日の昼間だけ同じメニューの食事をつくり，しかも土日は休みで，
夏休みや冬休み，春休みも給食業務自体はありません。（中略）その半分の年収でも，腕
のいい調理師が希望殺到するでしょう」という一節がある。山田は杉並区長である。
８）雨宮正子「安全で豊かな給食を子どもたちに」『住民と自治』１９９７年７月号には，実際
に経費増になるという試算が出た自治体の事例が紹介されている。竹下登志成『続学校給
食が子どもと地域を育てる』P．１１６～１１９にも，定年退職者のおきかえを若年層にすれば直
営でも経費を抑えることができるという試算がある。また同じ竹下の「埼玉県志木市『行
政パートナー制度』が提起したもの」P．２９５では，志木市の行政パートナー制に関してだ
が，市長のコスト削減効果の説明（職員一人当たりの平均生涯コスト－行政パートナーへ
の委託料＝削減効果）について，「もし退職者の代わりに正規職員を入れるとすれば，２０
代前半の若手を採用するのが順当」なので，「この点にはすぐに肯ずけない」としている。
９）「公金支出等差止請求住民訴訟事件」の原告側「準備書面」P．２１より。
１０）この点に関する東京地裁の判決は，地方公共団体の歳出予算はその目的にしたがって区
分されるが，人件費等と委託料は予算区分を異にするもので，同一の目的に支出されるも
のとはいえないから，これらを比較して委託料が人権費等を上回ったとしても，地方財政
法違反とはいえない，というものであった。
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１１）新村洋史と子どものための学校給食をめざす会，前掲書 P．４７～５０参照。また，中沢孝
夫『変わる商店街』P．１４２～１４５には，足立区内の商店街の商店主たちが「まちづくり会社」
を設立して，学校給食の民間委託を受託する挿話が紹介されている。
１２）例えば，雨宮正子・安藤まち子・小沢辰男・新村洋史・藤沢和恵・吉田真理子編『学校
給食を考える』P．３４～３５など。
１３）例えば，二宮厚美・晴山一穂編『公務員制度の変質と公務労働』，晴山一穂・自治体問
題研究所編『資料と解説 自治体民間化』など。
１４）江口清三郎「直営・委託論争の新展開」P．１２３。
１５）二宮厚美『自治体の公共性と民間委託』P．４５。
１６）今井照『自治体再構築における行政組織と職員の将来像』P．５２。
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晴山一穂・自治体問題研究所編 ２００５『資料と解説 自治体民間化』自治体研究社
１９０ 松山大学論集 第１７巻 第６号
東久留米ふるさとを創る会編 １９７９『地方自治空白地帯』政治広報センター
保育行財政研究会編 ２０００『公立保育所の民営化』自治体研究社
穂坂邦夫 ２００４「職員と住民の役割分担」天野順一編『自治体改革６ 職員・組織改革』ぎょ
うせい
松野弘 ２００４『地域社会形成の思想と論理』ミネルヴァ書房
松下啓一 ２００４『協働社会をつくる条例』ぎょうせい
山田宏 ２００４『一言申し上げます－杉並改革』ぎょうせい
＊本稿は２００４年度松山大学特別研究助成の成果の一部である。
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